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のが GRI のガイドライン、アカウンタビリティ社の AA1000 であり、そうした流






































ダーによるコンサルテーション、パートナーシップの 4 つである。まず、第 3 章















第２章 多元的民主主義としてのステークホルダーエンゲージメント  
 














ット上の討論会など様々なもの（p.18，訳書 p.75）があげられている。  
また、英国アカウンタビリティ社と UNEP が共同で発表したステークホルダー













ド ラ イ ン で あ る AccountAbility(2003) 、 AccountAbility(2006) 、






































































































は二面性を有している。Elkington and Fennell (1998) は、ステークホルダーを
知識の活用と対立姿勢という 2 つの分析視覚を使って 4 つのタイプに分類してい
るが、対立を志向する「シャチ」と協働を志向する「イルカ」の 2 つのタイプは











































































































































































































































































































                                                   


























































                                                   





















































３節 「対抗者」によるステークホルダーエンゲージメントの  




























































































































































































第３章 日本におけるステークホルダーエンゲージメントについての   
   実態調査  
 









































係する従業員の教育、CSR 活動全般についてのノウハウの提供など。  
 ステークホルダーとのパートナーシップ：企業が NPO 法人などの市民団体、
非政府組織、非営利組織と協働で社会的課題の解決につながる活動を行うことを
指す。より具体的には、寄付、スポンサーシップ、共同事業など。  







質問票調査は、企業調査、ステークホルダー調査とも 2014 年 2 月 10 日~3 月
14 日までに発送~回収を行った。  
 34 
企業調査で調査対象としたのは『東洋経済 CSR 総覧（2013）』に収録されてい




た 622 団体であり、送付先を把握することのできた 516 団体に質問票を送付し




２節 日本のステークホルダーによるエンゲージメント  

























































よるダイアローグ」は最も少ない（有効回答の 21％）。  
 




























































































































































ダイアローグ」では一般ステークホルダーの 3.75 に対して 4.55、「ステークホル
ダーからの依頼によるステークホルダー・ダイアローグ」において一般ステーク
ホルダーにおける 3.59 に対して 4.20、「ステークホルダーによるコンサルテーシ











ｎ数 平均値 標準偏差 ｎ数 平均値 標準偏差 有意確率
企業からの依頼によるダイアローグ 20 4.55 0.510 75 3.75 0.917 0.000
ステークホルダーからの依頼によるダイアローグ 20 4.20 0.834 74 3.59 0.890 0.008
ステークホルダーによるコンサルテーション 20 4.20 0.834 75 3.71 0.912 0.031




























３節 日本企業のステークホルダーエンゲージメント  
 ―日本企業への質問票調査の分析から               
  
１） 日本企業のステークホルダーエンゲージメントの実施状況の  





















イアローグ」を実施した企業も 1／3 を超えている。  
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ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①何がステークホルダーのニーズかを知る 145 2 5 4.28 0.712
⑤参加するステークホルダーとの信頼関係を構築する 144 2 5 4.04 0.698
②ステークホルダーのニーズの解決方法についての知見を得る 145 2 5 3.98 0.740
③自社のＣＳＲ活動についての理解を得る 145 2 5 3.94 0.685
⑥参加するステークホルダーとの関係を発展させる 145 2 5 3.86 0.717
③自社の事業の収益に貢献するＣＳＲ活動の方法について知見を得る 145 1 5 3.48 0.791





ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①何がステークホルダーのニーズかを知る 143 2 5 4.17 0.741
②ステークホルダーのニーズの解決方法についての知見を得る 143 2 5 3.94 0.758
⑤参加するステークホルダーとの信頼関係を構築する 143 2 5 3.87 0.762
③自社のＣＳＲ活動についての理解を得る 143 2 5 3.85 0.721
⑥参加するステークホルダーとの関係を発展させる 143 1 5 3.72 0.735
③自社の事業の収益に貢献するＣＳＲ活動の方法について知見を得る 143 1 5 3.39 0.769
⑦各種ＣＳＲについてのガイドラインに対応する 143 1 5 3.27 0.750  
＊表中の項目の番号は調査票における質問番号  
 
図表３－１０ 「ステークホルダーによるコンサルテーション」の期待効果  
ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①何がステークホルダーのニーズかを知る 142 3 5 4.13 0.707
②ステークホルダーのニーズの解決方法についての知見を得る 142 2 5 3.99 0.729
④参加するステークホルダーとの信頼関係を構築する 142 2 5 3.85 0.743
⑤参加するステークホルダーとの関係を発展させる 142 1 5 3.74 0.760
③自社の事業の収益に貢献するＣＳＲ活動の方法について知見を得る 141 1 5 3.61 0.744






図表３－１１ 「ステークホルダーとのパートナーシップ」の期待効果  
ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①企業の社会的責任の遂行 143 2 5 4.45 0.658
⑥社会からの信頼の獲得 144 2 5 4.42 0.653
⑦消費者・取引先からの信頼の獲得 144 2 5 4.22 0.786
④自社従業員のモラルアップ 144 2 5 4.09 0.709
⑧参加するＮＰＯ、他の企業からの知識・ノウハウの獲得 144 2 5 3.92 0.684
⑤ＣＳＲ活動に熱心であるという企業イメージの獲得 143 2 5 3.91 0.711
②自社事業の利益への貢献 144 1 5 3.49 0.869






























ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①社会からの信頼 145 2 5 4.66 0.615
⑪保有している知識、情報の量の多さ、質の高さ 145 2 5 4.40 0.660
⑨自社の事業への理解度 145 2 5 4.20 0.787
②社会に対する影響力 145 2 5 4.16 0.694
⑩活動領域が、自社のＣＳＲ活動の方針において重要視していることと合致していること 145 2 5 4.13 0.802
⑦発行している報告書の内容 144 1 5 3.85 0.836
⑤知名度の高さ 145 1 5 3.69 0.795
⑧ステークホルダー・ダイアローグの実績 145 1 5 3.61 0.783
⑭企業への対立志向が低いこと 145 1 5 3.55 0.833
⑫自社と他にも関係（パートナーシップなど）があること 144 1 5 3.27 0.879
⑬中間支援団体の勧めがあること 144 1 5 3.21 0.810
⑥設立年度（歴史を有していること） 145 1 5 3.06 0.789
④会員数の多さ 145 1 5 2.99 0.777






ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①社会からの信頼 127 3 5 4.61 0.578
⑮依頼の内容が妥当であると思えること 127 3 5 4.48 0.711
②社会に対する影響力 127 2 5 4.30 0.705
⑪保有している知識、情報の量の多さ、質の高さ 127 2 5 4.17 0.703
⑨自社の事業への理解度 127 2 5 4.05 0.825
⑩活動領域が、自社のＣＳＲ活動の方針において重要視していることと合致していること 127 1 5 4.00 0.891
⑦発行している報告書の内容 127 1 5 3.82 0.791
⑤知名度の高さ 127 2 5 3.73 0.695
⑧ステークホルダー・ダイアローグの実績 127 1 5 3.66 0.809
⑭企業への対立志向が低いこと 127 1 5 3.55 0.823
⑫自社と他にも関係（パートナーシップなど）があること 127 1 5 3.41 0.820
⑬中間支援団体の勧めがあること 127 1 5 3.23 0.799
④会員数の多さ 127 1 5 3.12 0.730
③財政規模の大きさ 127 1 5 2.98 0.704





ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①社会からの信頼 142 2 5 4.57 0.623
⑪保有している知識、情報の量の多さ、質の高さ 142 3 5 4.32 0.690
⑨自社の事業への理解度 142 1 5 4.25 0.774
②社会に対する影響力 142 2 5 4.16 0.731
⑩活動領域が、自社のＣＳＲ活動の方針において重要視していることと合致していること 142 1 5 4.10 0.836
⑦発行している報告書の内容 142 1 5 3.85 0.828
⑧ステークホルダー・ダイアローグの実績 142 1 5 3.70 0.890
⑤知名度の高さ 142 1 5 3.69 0.755
⑭企業への対立志向が低いこと 142 1 5 3.66 0.874
⑫自社と他にも関係（パートナーシップなど）があること 142 1 5 3.42 0.862
⑬中間支援団体の勧めがあること 142 1 5 3.17 0.799
⑥設立年度（歴史を有していること） 142 1 5 3.04 0.798
④会員数の多さ 142 1 5 3.02 0.729





ｎ数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
①社会からの信頼 145 2 5 4.63 0.575
⑩活動領域が、自社のＣＳＲ活動の方針において重要視していることと合致していること 145 2 5 4.26 0.734
⑨自社の事業への理解度 145 1 5 4.14 0.796
②社会に対する影響力 145 2 5 4.12 0.706
⑪保有している知識、情報の量の多さ、質の高さ 145 2 5 4.12 0.754
⑧パートナーシップの実績 145 2 5 3.83 0.697
⑦発行している報告書の内容 145 2 5 3.75 0.795
⑭企業への対立志向が低いこと 145 2 5 3.75 0.878
⑤知名度の高さ 145 2 5 3.58 0.716
⑫自社と他にも関係（パートナーシップなど）があること 145 1 5 3.35 0.795
⑬中間支援団体の勧めがあること 145 1 5 3.23 0.752
③財政規模の大きさ 145 1 5 3.05 0.670
④会員数の多さ 145 1 4 3.01 0.634
⑥設立年度（歴史を有していること） 145 1 5 3.00 0.726  
＊表中の項目の番号は調査票における質問番号  
 
２） 「対抗者」候補との「企業からの依頼によるステークホルダー・  











































が最も多くダイアローグ実施企業 70 社中の 72.9%にあたる 51 社となっている。
 48 
そして「企業の CSR 支援を目的としない NPO 法人などの市民団体・非営利組織」




する組織・団体」が最も多くコンサルテーション実施企業 50 社中の 80.0%にあ
たる 40 社となる。「学識経験者」がそれに続いており 26 社（52.0%）で「企業の
CSR 支援を目的としない NPO 法人などの市民団体・非営利組織」を相手先とし
ていた企業は実施企業の 32.7%にあたる 17 社である。  
 以上のとおり、日本企業のステークホルダーエンゲージメントにおいては「学
識経験者」や「企業の CSR 活動支援を主な目的とする組織・団体」も多く参加
しており、「企業の CSR 支援を目的としない NPO 法人などの市民団体・非営利
組織」とはエンゲージメントを行っていない企業も存在している。  この後、こ


















その他 4 8.0%  
 49 
まず、ステークホルダーエンゲージメントの期待効果については図表３－１８























図表３－１８ 企業からの依頼によるダイアローグの期待効果  
ｎ数 平均値 標準偏差 ｎ数 平均値 標準偏差 有意確率
何がステークホルダーのニーズかを知る 43 4.53 0.631 27 4.37 0.688 0.309
参加するステークホルダーとの信頼関係を構築する 43 4.28 0.549 26 3.88 0.816 0.019
ステークホルダーのニーズの解決方法についての知
見を得る 43 4.26 0.658 27 4.07 0.550 0.217
参加するステークホルダーとの関係を発展させる 43 4.14 0.560 27 3.59 0.747 0.002
自社のＣＳＲ活動についての理解を得る 43 4.09 0.834 27 4.15 0.912 0.750
自社の事業の収益に貢献するＣＳＲ活動の方法につ
いての知見を得る 43 3.58 0.794 27 3.33 1.000 0.254
























図表３－１９ ダイアローグの相手先を決定する際に重視する項目  
ｎ数 平均値 標準偏差 ｎ数 平均値 標準偏差 有意確率
保有している知識・情報の量の多さ、質の高さ 43 4.63 0.618 27 4.63 0.565 0.991
社会からの信頼 43 4.60 0.695 27 4.93 0.267 0.008
活動領域が、自社のＣＳＲ活動の方針において重要
視していることと合致していること 43 4.26 0.727 27 4.33 0.784 0.675
社会に対する影響力 43 4.19 0.764 27 4.37 0.688 0.311
自社事業への理解度 43 4.07 0.828 27 4.41 0.747 0.089
知名度の高さ 43 3.70 0.887 27 3.74 0.903 0.845
ステークホルダー・ダイアローグの実績 43 3.65 0.842 27 3.67 0.734 0.938
発行している報告書の内容 43 3.58 0.982 27 3.96 0.649 0.054
企業への対立志向が低いこと 43 3.51 0.768 27 3.74 0.984 0.280
中間団体の勧めがあること 43 3.44 0.934 27 3.15 0.864 0.192
自社と他にも関係（パートナーシップなど）があること 43 3.19 1.006 27 3.48 0.893 0.216
設立年度（歴史を有していること） 43 2.95 0.785 27 3.15 0.818 0.324
会員数の多さ 43 2.91 0.840 27 3.00 0.734 0.638










































































































































































































































































図表３－２８ 企業の CSR 活動におけるテーマごとの取り組みに対する評価  
ｎ数 平均値 標準偏差 ｎ数 平均値 標準偏差 有意確率
総合ポイント 41 481.0 44.83 24 464.0 46.39 0.151
人材活用 41 75.5 11.60 24 72.2 12.53 0.282
環境 41 81.7 14.28 24 80.5 12.07 0.743
企業統治＋社会性 41 86.9 9.49 24 79.9 13.13 0.029





































第４章 「対抗者」によるステークホルダーエンゲージメント  




































 この後、第１節ではグリーンピースのケーススタディを、第２節では WWF の




１節 グリーンピース・ジャパンのケーススタディ  
 















請し、各社と対話を継続しているものである。2011 年 11 月に第 1 回の調査結果
の公表を実施したのち、2013 年に第 2 回、2013 年 12 月に第 3 回、2015 年 2 月
























                                                   














「IDEAL 戦略」と私たちは呼んでいるんですが、I は Investigation、調査
です。D が Document、調査を文書にしたり、レポートにしたり、報告書をま
とめたりです。ブリーフィング・ペーパーとして 10 ページくらいのものから、







































































































































































２節 WWF ジャパンのケーススタディ  
 
１） 活動の概要と団体の基本的な考え方  
 
 WWF ジャパン（公益財団法人世界自然保護基金ジャパン、以後 WWF）はグ
リーンピースとは異なり「どこからでもよいということはありませんが、寄付を
いただいたり商品コラボレーションをしたりする」（WWF ジャパン  サポーター
事業室・小田氏）団体であり、特に「コーズリレイテッド・マーケティングは










                                                   






















２） 企業とのコミュニケーションにおける姿勢  
 












なっています。これが WWF の企業さんとのお付き合いの方法です。（小田氏） 
 




















 インドネシアの森林企業である April 社への働きかけはその具体例である。た
 69 
だ、そこにはグリーンピースのケースでも見られた一定の配慮は伴っている。小


















































































                                                   
6 Marine Stewardship Council：海洋管理協議会  
7 Aquaculture Stewardship Council：水産養殖管理協議会  
8 カッコ内は筆者による補足  
 72 
３節 ケーススタディのまとめ  
 

















































































4 つである。  











































































る、第 2 に、第 1 番目と同様に社会からの支持の獲得のために対峙する相手のみ
ではなく広く社会に対して自らの主張の浸透を図る、第 3 に全くの対立による影
響力の喪失を避けるために何らかの形で対峙する相手への配慮や協調をする、の
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